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中小企業の将来と地域社会 
― 燕市での調査にもとづく中間的試論 
 
北川 隆吉 
 
本調査報告の二、三の限定 
 
2008 年末から 2009 年にかけて、アメリカ経済の破綻を基本的動因とする大きな衝撃が、大
げさな表現としてではなく、全世界のすみずみにまで走った。それは「百年に一度」の出来事
と名付けられているように、事態は実は起るべくして起ったものではあったが、おそらくこの
状況からいかにそれぞれの国々が脱却していくか、さらに E・U、東アジア圏などとまとめて
問題となる宏域の社会圏、さらにそれらをつつむよりひろい宏域の地球上のブロックと名付け
られる社会圏の今後の進展は、おそらく 20 世紀とは基本的に断絶した「新しい 21 世紀的状況」
の正に「グローバルな転換」へとつながっていくものとなろう。 
今でもわが国では明示的にではないが、徐々にこれまでの論調からの姑息な部分的修正をつ
づけつゝ、こゝに指摘している方向へと収れんしつゝあるといってよい。すくなくとも諸外国
の先進的な分析、それによって解明されてきている今後の方向づけは、この方向にむいている。
この段階でのわが国の状況の一つ、混乱たる政治情勢・政局の根本にあるのは、一人の首相、
一つの政党のリーダーシップの問題をこえて、「今後を見抜く力と政策」の「混沌さ」にあるこ
と、そうした社会科学的解明、指摘を分散化させ、あいまいなものとしているところにもあら
われている。この「状況」をいかに突破していくことができるか――個々分散的分断的にはそ
れを示す現象・事態は枚挙にいとまなくたちあらわれているのだが――そのための理論的、実
践的手だてをいかに組むか。そこに今日の問題の焦点があるというべき状況といってよい。 
しかし、こうしたグローバルな動向は、未だ中間的変化の只中にあるのが現状である。たし
かこうした動向と「オバマアメリカ新大統領」の就任とは、アメリカの 400 年の歴史とその展
開の所産であり、「世界の中のアメリカ」としての「一つの快挙」であったことは明白なことで
ある。だがオバマ新アメリカ体制が、何を生み出すことができるのか、これは現在のところ「全
くの未知数」といってよい。オバマ大統領の異例といってよい就任演説の「トーン・ダウン」
も、それを示す象徴的なものであったととらえるべきである。 
今の世界では、何事につけても「大きすぎる期待・賞賛」には注意すべきであり、また逆に
「きびしすぎる欠けたる点のあばきたて」も慎むべきであろう。事実に即して中国風にいうと
ころの「実事求是」の冷静さがげんにもとめられているといってよい。 
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本調査報告書の冒頭にやゝ大がかりに、今回の専修大学社会科学研究所の新潟調査その一部
である中小企業問題との関連にあたっての限定についてふれたが、これは、調査時期の問題、
その後のとくに世界的ショック後の現地との交渉、その他多面的な問題、領域などとかかわっ
ていることである。前年のきわめて興味深い、多くの発見をあたえていただいた「タイ調査」
の報告書がついに未提出におわったのと同様といってもよい。当時のタイの調査後の状況は、
大綱において予測していたものと大差なくいわば落ちるところに落ちた終そくとなったが、そ
の余韻は今なおつづいている。国外の細部の事情をたしかめることは、筆者のその折の状態で
は、誠に困難であった。これはあとからの義務を果たさなかったことへの云いわけではなく、
今回も同様のことがいえるということである。 
しかし、国外とはちがって新潟の状況については間接的にではあっても、かなりおぎなうこ
とができるのはたしかである。それに依拠して本報告書は書かれ、提出されている（限界をもっ
たまゝ）ことを、あらかじめお断わりしておきたい。 
それはのちにいくらかはふれることになるが、かつてのアメリカを中心として燕の工業が、
所謂プレミア商品の製品輸出でのびていた時期とそれにもとづいていた業者の知見とは、燕の
工業も大きな「変化」をたどってきていることも考慮のうちにいれられている。それによる調
査・分析の不十分につながる。こうした点にふれた上で、調査で得た知見、問題について中間
的試論としてふれていくこととする。 
まず、きわめて補助的な説明として、さきにのべた 2008 年後半 2009 年の大ショックがいか
なるものであったかを、本報告書を提出する直近のデータによってポイントだけを示しておく。
本報告書の作製時の時間的限定、制約の点からも参考のために付与していおく。最初の資料は、
厚労省発表のデータにもとづくものであり、朝日新聞 09 年 1 月 30 日夕刊に、第二の資料は、
同 1 月 28 日の全国財務局長会議にもとづく記事で、いずれも夕刊一面のトップに掲げられたも
のである。 
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燕市工業の構造の特徴と特質 
 
本調査報告の主題にそって、まず、燕市の工業の特徴と特質などを、工業地区の形成と展開
と歴史をふくみながら、その概略についてふれておこう。以下に示す統計、データについては、
近年の市町村合併のせいもあって、やゝ不ぞろいの点もあるが、こゝではその整合性について
はこまかくはたちいっていない。簡単な合併市町村名や燕市に関する基本データおよび国内国
外との位置関係、人口についての統計などを燕市の理解のためにあげておく。 
 
●燕市に関するデータ 
平成 18 年 3 月 20 日に 3 市町（燕市・吉田町・分水町）が合併で誕生 
面 積  110.88 ㎢ 
人 口  84,108 人 （平成 20 年 4 月 1 日 現在） 
世帯数  26,711 世帯（平成 20 年 4 月 1 日 現在） 
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▶平成 17 年度工業統計調査から 
事業所数   2,390 社 
従業員数   19,307 人 
製造品出荷額 39,067,874 万円（新潟県内第 4位） 
 
第１図 各方面からのアクセス 
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第１表 人口・世帯数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２表 男女別・年齢別人口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
産業の概況（事業所数）の状況の年次別動向についての概略は図、表の通りである。 
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事業所数   ７９０（4人以上の事業所）   （18 年より 35 減） 
 
平成 19年 12月 31日現在の従業
者 4 人以上の事業所数は、790 で
18 年の 825 より工場数が 35 減少
し、18 年対比 95.8％でした。 
業種別では、輸送用機械器具、
情報通信・電子部品、家具等で若
干の増加が見られたものの他業種
では横ばいもしくは減少傾向にあ
り、特に金属製品（▲19）及び一
般機械器具（▲13）の減少が目立
ちます。 
 
第３表 産業中分類・従業者規模別前年比較表（事業所数） 
―燕地区・吉田地区・分水地区の合計― 
事業所数 産業中分類 
従業者規模 19 年 18 年 構成比 18 年比 
 
 
9・10
11・12
13 
14 
15 
16・17
19 
20 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
28・29
30 
31 
32 
 
総数 
食料品・飲料 
繊維・衣服 
木材 
家具 
紙加工品 
印刷・化学工業 
プラスチック 
ゴム 
窯業 
鉄鋼 
非鉄金属 
金属製品 
一般機械器具 
電気機械器具 
情報通信・電子部品 
輸送用機械器具 
精密機械 
その他の製品 
790 
19 
1 
5 
8 
22 
15 
37 
2 
5 
24 
7 
378 
178 
31 
14 
26 
8 
10 
825 
20 
1 
7 
7 
23 
17 
40 
2 
4 
24 
7 
397 
191 
32 
13 
23 
8 
9 
％
100.0 
2.4 
0.1 
0.6 
1.0 
2.8 
1.9 
4.7 
0.3 
0.6 
3.0 
0.9 
47.9 
22.5 
3.9 
1.8 
3.3 
1.0 
1.3 
％ 
95.8 
95.0 
100.0 
71.4 
114.3 
95.7 
88.2 
92.5 
100.0 
125.0 
100.0 
100.0 
95.2 
93.2 
96.9 
107.7 
113.0 
100.0 
111.1 
 （1～3 人） 
4～9 人 
10～19 人 
20～29 人 
30～49 人 
50～99 人 
100 人以上 
（1,553）
415 
170 
96 
54 
35 
20 
（1,561）
455 
168 
97 
49 
37 
19 
（66.3）
17.7 
7.3 
4.1 
2.3 
1.5 
0.8 
（99.5） 
91.2 
101.2 
99.0 
110.2 
94.6 
105.3 
その他
21.0%
電気機械器具
3.9%
プラスチック
4.7%
一般機械器具
22.5%
金属製造
47.9%
第２図 産業分類別構成比（事業所数） 
－ 24 － 
平成 19 年の業種別構成比は、金属製品 47.9％、一般機械器具 22.5％で全体の 7 割を占めて
います。 
従業者規模別にみると、従業者 19 人以下の事業所が全体の 91.3％も占めており、中小零細
企業が多いことがうかがえます。（第 3 表、第 2 図） 
 
これを中心的工業地区となっている旧燕市域で主要業種事業所数でみると第 4 表の如くとな
る。 
 
第４表 〔主要業種〕事業所数の推移（燕地区） 
16 年 17 年 18 年 19 年 
産業細分類 
事業所数 16 年比 事業所数 16 年比 事業所数 16 年比 事業所数 16 年比 
 
金 属 洋 食 器
利 器 工 匠 具
作 業 工 具
や す り
製 缶 板 金
金 属 器 物
金 属 彫 刻
電 気 め っ き
金 属 研 磨 等
農 業 用 機 械
金型・同部分品
※プラスチック
※鉄    鋼
※電気機械器具
※情報通信機械
63
11
6
4
31
99
3
11
32
10
78
36
21
14
1
％
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
53
11
6
3
27
103
2
11
33
9
88
31
20
14
2
％
84.1
100.0
100.0
75.0
87.1
104.0
66.7
100.0
103.1
90.0
112.8
86.1
95.2
100.0
200.0
49
10
5
3
25
98
3
11
28
9
79
31
18
16
1
％
77.8
90.9
83.3
75.0
80.6
99.0
100.0
100.0
87.5
90.0
101.3
86.1
85.73
114.3
100.0
 
49 
12 
4 
2 
27 
91 
3 
11 
26 
9 
72 
28 
18 
15 
2 
％ 
77.8 
109.1 
66.7 
50.0 
87.1 
91.9 
100.0 
100.0 
81.3 
90.0 
92.3 
77.8 
85.7 
107.1 
200.0 
※は中分類でとらえています。 
 
 
これらの細部について説明するのはひかえて、燕市商工観光部の産業についてのまとめであ
る沿革と歴史について引用しておく。なお統計その他データについては主に同部のデータに
よった。商工会議所の活動その他については後にふれる。 
 
燕市の工業 
 
沿革 
燕地区における工業は、遠く江戸時代の初期、農村の副業として始められた和釘の製造技術
の導入に起因するといわれている。 
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この和釘の生産は、元和年間（1615～1623）に江戸地震、大火があり、それ以降、江戸の花
といわれる数知れぬ大火によって釘の需要が増大し、著しく繁忙をきわめ、釘鍛冶職人が近郷
をあわせ千人とまでいわれ、徳川期から明治初期までは、燕産業の 80％は和釘の生産で占めら
れるに至り、若狭の小浜とともに東西の和釘の本場となった。 
元禄年間（1688～1703）に越後の間瀬銅山が開かれると、この間瀬の銅を使って、燕では、
鍋などの銅器の生産が行われるようになった。この銅器づくりは、鎚起という技法が使われ、
今でも伝統の技法で鎚起銅器を製造し、昭和 56 年 6 月 22 日、通商産業大臣より伝統的工芸品
として指定されている。そして、銅器とは別に、1700 年頃から鋸の目立ての道具として鑢の製
造も始まり、広島県呉市等代表的な産地となっている。 
また、煙管も間瀬の銅を利用して製造が始まり、燕の金属圧延技術と彫金などの飾り物の技
術が一体となって発達、やや遅れて矢立（旅行用筆）の生産も始まった。その後、明治維新と
開港により西欧の製品である洋釘が輸入され、明治 20 年以降、洋釘は完全に日本市場を支配し、
ここに燕和釘は没落していった。また、明治末期から大正初期に入るに従い、生活様式と好み
にも変化が生じ、煙管は紙巻煙草に、矢立は万年筆へと対象が広がり、さらに銅器産業は、明
治末年からの急速なアルミニウム製品の普及に加え、大正 3 年の第 1 次世界大戦により銅が高
騰したことから、花器、茶道具等の伝統工芸として継承される経緯をたどるなど、時代の変遷
は燕産業にとって大きな局面に立たされることになった。 
しかし、この大戦により、諸外国から洋食器の供給を日本に求めて試作注文が燕に寄せられ
ることになり、長い間培った金工技術をもとに、金属洋食器製造という活路を見出すこととなっ
た。 
以後、新しい技術を導入し、燕の金属洋食器は産業として順調に発展を遂げ、第 2 次世界大
戦後は、ステンレス洋食器の大量生産に成功し、輸出は急速に伸び、国際的地位を築くととに
出荷額に占める輸出の割合は、昭和 59 年で約 78％にものぼった。現在の輸出割合は約 10％で
あるものの、国内生産全体の 85％を超える出荷額を誇っている。 
また、ステンレス加工技術の発達などにより新製品開発に着手し、金属ハウスウェア産業が
誕生した。 
現在では、金属洋食器とともに国内における主要産地となっており、そのほかにも優秀な金
属加工技術を生かし、自動車部品、ミシン部品、金属雑貨、ゴルフクラブ、カーブミラー、農
機具などあらゆる金属製品が生産されている。 
吉田地区における工業は、近世からの伝統を有する吉田の白木綿生産の工業が主流であった
が、戦後に入り燕地域の金属洋食器生産やステンレス技術を利用したハウスウェアの生産量の
増大が工場拡大や従業員確保のために、交通の要地である吉田地域（旧吉田町）への進出、あ
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るいは独立開業によるものが大きく起因している。 
こうした背景から、吉田地区は白木綿生産としての工業から、高い技術・デザイン、世界と
の交易を視野に入れた金属加工の工業を中心とした工業都市に移行した。 
昭和 46 年に工業立町を宣言し、東栄町工業団地から始まり、つぎつぎに工業団地を造成して
いき成長を続け、昭和 52 年から平成 3 年までの 14 年間で出荷額では、四倍弱の成長を示し、
その間に中心工業は金属加工から次第に電機関連工業、機械工業へとシフトしていき、昭和 58
年には出荷額が 1,000 億円を超え県内自治体のなかで第 7 位、町村のなかでは第 1 位に躍進す
ることになった。 
このような工業の生産額の大部分は工業団地での生産であり、伝統的な金属工業都市である
ことから、多くの工場が市街地に展開する旧燕市地域や三条市とは異なる景観を示している。 
分水地区における工業は、昭和 38 年に低開発地域工業開発促進法の指定を受け、さらに昭和
43 年には工場誘致条例を制定し、昭和 43 年の工業出荷額は 74 億円になり、吉田町の 65 億円、
巻町の 42 億円をはるかに凌駕して郡内第 1 位であり、その中心は北越工業（株）や永田精機（株）
であった。その後も、昭和 46 年には松下電工（株）新潟工場なども進出した。さらに、昭和
49 年には農村工業導入地域に指定されるなど優良企業の誘致を行い、順調に工業出荷額をを伸
ばしてきた。 
しかし、事業所の多くは既存の中小規模のもので占められていた。このため、個々の経営基
盤の強化を図りながら、新規企業の誘致を積極的に展開している。また、この地区には江戸時
代からの歴史を誇る鎚起銅器があり、高級美術工芸品として生産を行っている。燕地区ととも
に組合を設立し、後継者の育成などに力を注いでいる。 
近年、当市の基幹産業である金属洋食器、金属ハウスウェアは、アジア諸国の追い上げなど
により海外製品との差別化が困難な状況にあり、高品質化への移行、チタン、マグネシウムな
ど新素材の利用やステンレス加工技術を生かした製品の多様化、電子機器との結合による新商
品開発などの取組が進められている。 
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燕産業の沿革 
 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
和釘 
元和元年（ 1615）～元禄元年
（1688）の天領時代に信濃川氾濫
による救民対策として、代官が農
家の副業として和釘生産を指導
したのに始まる。 
明治時代初期まで燕産業の 80％
を占める。 
明治開港により大量生産の出来る
洋釘が渡来して、明治中期には和釘
は没落した。 
 
鑢 
（やすり） 
元禄年間（1688～）または享保年
間（1716～）自家用鋸の目立用と
して刃鈩を製作したのに始まる。 
元治元年（1864～）頃には越後物
産は上位にランクされるに至る。 
第 1 次大戦後手工業から機械生
産に移り、戦前まで軍需なども
あって、活発な生産を続けたが、
戦後広島鑢にシェアをゆずるこ
とになった。 
煙管 
（きせる） 
明和初期（1764～）に江戸から安
永年間（1772～）には会津から技
術を導入して製作された。 
韓国、台湾、満州にも輸出され活
況を呈したが、日露戦没後～大正
初期きざみたばこがすたれ、紙巻
たばこが普及して煙管需要は激
減した。 
銅器 
明和年間（1764～）仙台から鎚起
銅器の職人が来燕してやかんな
どの厨房用具の製造が定着、次第
に花器、矢立、高級美術品へ拡大
した。原料は近隣間瀬銅山の緋色
銅を使用。 
日清、日露戦争後のアルミニュー
ムの厨房用品の普及により、厨房
用銅器は駆逐され、矢立も万年筆
の普及で衰退した。 
彫金 
釘製造の断金作業から発展し、銅
器、煙管の文様彫金となり、後に
洋食器パターンの技術基礎とな
る 
これらの業種は、没落した和釘職人
の吸収に役立った。 
 
金属洋食器 
  明治以降、和釘、煙管、銅器産業
が没落していくなかで大正初期、
大阪、東京の問屋から見本がもた
らされ、矢立、灰ならし、煙管等
の技術を応用して試作に成功し
たのが発端となり、今日の洋食器
産業となった。 
金属ハウス
ウェア 
  銅による厨房用品生産や金属洋
食器生産などの近縁的技術や販
売力を基礎として、昭和に入り、
ステンレス製の鍋、湯沸かし等の
製造が始まった。 
第 2 次世界大戦後、輸出引合いや
米欧の洋食器輸入規制を契機に
生産が広がり、業界として確立さ
れて今日に至る。 
資料：通産省「燕商工政策史」 
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図３ 産業の沿革 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
やゝ簡けつであって、くわしく立ち入るべき点もないではないが、一まず燕市の工業、おも
に中小企業について理解しやすいように説明してきた。 
 
燕市の工業のかゝえる問題と今後の留意点 
日本全国としてみれば、工業生産の主要な産地ではないが、燕市の工業は北陸地方に展開し
た新しい工業地としてこれまでいろいろの形でとりあげられてきた。とくに洋食器生産などの
生産でその発展と、同様に経済状況に左右されて、上・下振動をみせた点では人々の記憶に生々
しいといっていよい。 
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しかし、当面している問題は、これまでに比してきわめて深刻なものとなっているといって
よい。それは本報告書のはじめに記したように正に世界的な変動の大波にあらわれようとして
いることにある。燕市では市当局の担当部局のみならず、商工会議所をはじめとする関係諸団
体、組織そして地域社会全体との連携のもとに商工会議所の若手職員の方々、東京の大学との
専門的交流をすすめられておられる点など特記しておきたい。とくに見事な「再生活動」をつ
づけてきた点は注目に値する。東京大田区のリードにもとづく 23 都市の地場産業、中小企業の
連絡会がもたれており、そうした外部との接触をつゞけるなど企業振興の活動には燕市当局、
商工会議所のそれにはみるべきものがある。こゝではそのほんの一部を引用させていただいた。 
 
まとめ 燕の「産地解体からの再生」の示唆 
 
１）中国と燕の状況が国内産業集積の今後に対し示唆すること 
かつての洋食器・ハウスウェアの国内随一の産地であった燕は、特定製品の完結型産地とし
て発展展望を失っている。しかしながら、同時に地域産業集積としては、地域産業集積とのか
かわりの中で発展展望を持つ多様な企業が存在することにより、一定の発展展望を保持しえて
いる。中国を中心とする東アジア諸国の産業発展の影響をもろにうけながら、燕は地域産業集
積地としての展望を持ちえている。中国の急激な産業発展、それは日系企業の中国進出をも内
部に含み、日本国内での物作りの基盤を大きく変化させている。このインパクトは決定的な変
化促進要因である。これを無視して国内物作りの展望を描くことはできない。その意味で、そ
のもとでの燕の地域産業集積としての発展展望の存在は、極めて重要な意味を持つ。その展望
を与えたものについて、改めて中国の産業発展との対比の中で、整理しておくことが重要であ
る。 
 
２）燕の地域産業集積としての発展展望が示唆すること 
〈産業集積の存在それ自体の中国との競争上で有効性は不明〉 国内に数多くの産業集積が存
在するが、それらの産業集積は集積であることそれ自体としてだけでは、中国との競争
で有効ではないということが、示唆の第 1 である。既存市場の安定的な製品を生産する
ための産業集積であれば、燕の既存の国内向け洋食器やハウスウェアの生産が縮小した
ように、安定的な製品に対しては効率的な生産体制のもとで低賃金の労働力を豊富に利
用可能な中国の生産供給体制とは競争不可能ということになる。 
〈特定の状況下での産業集積の有効性〉 しかしながら、燕で発展展望を持ついくつかの企業
類型が示唆することは、すべての国内産業集積が中国との競争で決定的に不利な状況に
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おかれるのではないことでもある。産業集積であることが、特定の状況下では有効であ
る事も示唆されている。すなわち、変化の激しい国内需要に迅速に対応するときに、そ
れに対応することを可能にするような国内立地そして産業集積内立地が有効なのである。
燕の分析から示唆される中心的な点は、展望のある国内産業集積とは、変化の激しい需
要に対応する企業にとって有効な産業集積ということになる。 
〈有効な産業集積の内容〉 そのような産業集積とは、燕の状況にも明らかなように、特定の
企業間関係や製品内容に限定されない、極めて柔軟な企業間取引関係を必要に応じて形
成可能な集積といえる。特定企業に依存した企業城下町型産業集積には、それ自体とし
ては発展展望は見えてこない。産地型産業集積についても、特定製品に特化すること自
体だけからは展望は出てこない。変化の激しい需要に対応できる集積内での生産体制が
形成できる場合に、その部分だけ、その需要の範囲内で存立可能性がうまれる。そのこ
とは、産地型集積にとって、旧来の需要内容の一部内容への限定化を意味することにな
る。これまで最も中心的な需要であった既存安定需要が欠落することを意味する。これ
までの大都市型産業集積がそうであったように、変化への対応力をより高度化するかぎ
りにおいて、産業集積は存立可能であり、展望を持つことが出来る。大都市型産業集積
についても、変化への対応力をより高度化する方向で存立発展展望を持つことになる。 
より変化の激しい財を生産する企業、そしてその生産のために必要な多様な生産関連
機能を必要に応じて提供する企業、それらが存立する場としての国内産業集積の有効性、
このような状況下でのみ国内産業集積は発展展望を持つというのが、中国のものづくり
機能の発展内容と燕の発展展望を持つ企業の分析から出てくる結論といえよう。 
〈地域完結型産業集積像の誤り〉 同時に重要なのは、産業集積というとき、一般に想定され
るような地域完結型の産業集積を念頭に置くことの誤りである。立地する多くの企業が、
国内での広域的な取引関係の中で、産業集積内に立地することを活かしていくような産
業集積であることが、発展展望を持つ産業集積になるために極めて有効なのである。集
積立地は集積内立地企業の多くにとって極めて重要な存立基盤を与えるが、それは集積
外との取引でより有利な地位にたつための手段として有効であり、それ故にこそ存立基
盤になるのである。この点を認識しないで、国内産業集積の今後の発展展望を描くこと
は、本来可能なはずの多くの産業集積で発展展望そのものを認識しえないことにつなが
るといえる。 
それについては、燕市の工業についての調査をはじめるにあたって、社会科学研究所が積極
的にこれまでの研究成果をまとめておられ、渡辺報告として提出された成果からは多くのこと
を学ぶことができた。筆者の関係する研究チームで、その成果を遠くない時期に北島滋、山本
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篤民共編「中小企業研究入門」として刊行する作業をすゝめている（文化書房博文社より刊行）。
また多年調査にとりくんできたわが国の有数の中小企業の隆盛地であった東京都大田区の「中
小企業と地域社会」（北川、山本、和田清美編著）において、前回のタイ調査との関連もあり、
今回の金融景気の大変動についても海外進出企業が存在する大田区を中心に分析する作業をす
すめ、近刊予定としている（「こうち書房」刊行）。それらによって、さらによりくわしく、で
きれば燕市の状況について、ふれたいと考えている。 
今回の調査をふくめ、現在日本の企業は、大・中・小企業の如何を問わず非常な難局に遭遇
している。燕というべきか北陸地方として、環日本海経済研究所（財団法人）が、地域経済の
振興のため努力をされておりそれについての同研究所の御努力にも敬意をはらっている。しか
し未だ製品の取引発注その他今後に多くの問題がのこされているようで、それほど楽観的には
みておれまいというのが、誠に恐縮ながら筆者の実感であった。そうしたことをふくめて、今
回の調査では新しい知見、そして問題の発見は小さいものではなかった。このことへの研究所
の調査実施にあたっての執行の任にあたられた方々、当地のインタビューや見学にこたえて下
さった方々など多くの方々に謝意をさゝげたい。いくつかの点で欠点があろうと思われるが、
これをもって報告を終りとしたい。 
